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◆小中学校統合推進事業
事業費／2億290万円

主

な

事

業

　みなかみ中学校となる現月夜野中学校敷地内に図書
室とトイレを整備しました。

●一般会計

その他（3.8億円/2.4%）
災害復旧費、議会費、労働費など

その他（11.8億円/7.0%）
寄附金、繰越金など

財政調整基金(27.8億円）
財源調整のための積立金

減債基金(4.3億円）
借入金返済のための積立金

事業債(59.0億円）
施設建設などの借入金
（福祉医療費などの　　
ソフト事業分を含む）

その他特定目的基金
(39.7億円）

使途のある積立金

臨時財政対策債
(38.1億円）

地方交付税の不足を補う
ための借入金

繰入金（10.3億円/6.1%）
基金等から繰り入れたもの

譲与税・交付金等
（7.2億円/4.3%）

国税・県税から配分されるもの

町債（14.4億円/8.6%）
特定の事業のために

長期的に借り入れるもの

国・県支出金
（40.0億円/23.9%）

特定の事業に対する
国・県からの補助金や負担金など

町税（34.0億円/20.3%）
町民税、固定資産税、軽自動車税など

地方交付税（49.9億円/29.8%）
地方公共団体の財源不足を補うため
国が使い道を定めず交付するもの

農林水産業費（6.1億円/3.8%）
農業費、林業費

商工費（10.1億円/6.3%）
商工費、観光費

消防費（7.4億円/4.6%）
常備消防費、防災費など

衛生費（11.1億円/7.0%）
清掃費、保健衛生費など

教育費（19.2億円/12.1%）
小中学校費、高等学校費など

総務費（38.3億円/24.0%）
総務管理費、徴税費など

民生費（26.3億円/16.5%）
社会福祉費、児童福祉費など

土木費（15.4億円/9.7%）
道路橋梁費、都市計画費など

公債費（21.7億円/13.6%）
町債の償還金

差引額 8億2千万円
このうち4億4千万円は繰越明許費
繰越額として繰り越し、2億円は財
政調整基金に積み立てをします。残
りは令和3年度へ繰り越します。

歳　入

167億6千万円
歳　出

159億4千万円

○町債残高 97億1千万円

○積立基金残高 71億8千万円

令和2年度

決算概要
　令和2年度一般会計および特別会計の決算が9月定
例議会で認定されましたので、その概要についてお知
らせします。詳しい資料は町ホームページに掲載して
います（主な事業以外の金額は1千万円未満を整理し
ています。）
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◆学童クラブ整備事業 ◆地域ポイントシステム運営・活用事業
事業費／3,562万円 事業費／6,945万円

　テレワークセンターMINAKAMI（旧月夜野第一幼
稚園）敷地内に学童クラブを整備しました。

　新しい生活様式に対応した非接触型決済サービス
の普及啓発と経済支援のキャンペーンを行いました。

・町債残高
区　　　　　分 金　　　額

下水道事業特別会計 33億5千万円
水 道 事 業 会 計 9億3千万円
合 　 　 　 　 　 計 42億8千万円

・積立基金残高
区　　　　　分 金　　　額

国 民 健 康 保 険 基 金 5億3千万円
介護給付費準備基金 9千万円
合 　 　 　 　 　 計 6億2千万円

・決算額
区　　　　　　分

金　　　　　　額

歳入総額 歳出総額

国民健康保険特別会計 22億8千万円 21億3千万円

後期高齢者医療特別会計 3億円 2億8千万円

介 護 保 険 特 別 会 計 28億2千万円 27億2千万円

下水道事業特別会計 7億9千万円 7億6千万円

水道事業
会 計

収益的収支 4億2千万円 3億9千万円

資本的収支 6千万円 1億5千万円

・健全化判断比率（単位：％）
区　　　分 実質赤字比率 連結実質

赤字比率
実質公債費
比　率 将来負担比率

本 町 の 指 標 ― ― 11.5 ―

早期健全化基準
※①

13.50 18.50 25.0 350.0

財政再生基準
※①

20.00 30.00 35.0 ―

・資金不足比率※②（単位：％）

本 町 の 指 標 資金不足額なし

　令和2年度の決算を基に、健全化判断比率と資金不足比率を算定しました。本町はいずれの指標も財政健全化団
体や財政再生団体となる基準を下回り健全な状態であるといえます。

●実質赤字比率
　�財政規模に対する一般会計
の赤字の割合

●連結実質赤字比率
　�財政規模に対するすべての
会計を合わせた赤字の割合

●実質公債費比率
　�財政規模に対する公債費
（借入金の返済）とこれに
準ずる経費の割合

●将来負担比率
　�財政規模に対する企業会計、
出資法人も含めた将来の支
払予定額の割合

●資金不足比率
　�事業規模に対する各公営企
業の資金不足の割合

●特別会計

●健全化判断比率及び資金不足比率の状況

※① �基準を超えた場合は財政健全化や財
政再生の手続に入らなければなりま
せん。

※② �対象となるのは、水道事業会計、下水
道事業特別会計

●用語解説●


